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1.　序論
　近年「ライフログ」という言葉が世間で注目を浴びている。「ライフログ」とはビッグ
データの一部を指しており、デジタルデータ化した人々の生活の履歴を指す。企業は人々
の SNSでのつぶやきやWebサイト上での検索履歴を分析することで、その人の基本属性
を理解し、ニーズに合った商品の製造・販売を行うことが可能になる。一方で、行動履歴
を企業側が知るため、プライバシー問題も同時に発生する。このようにプラスとマイナス
の側面を持ち合わせるライフログを利用することは、現代における企業の経営に利潤をも
たらすのかを検討することが、今回の研究の意図である。
　研究の結果として、次のようなことが言える。ライフログを用いた企業の経済活動は今
後も利潤をもたらすであろうが、消費者が持つ個人情報を利用されることへの不安感や不
信感により、ライフログを利用する企業の利潤は減少する可能性がある。これをなくすた
め、企業は自主規制のみならず、追加的な規制を設けることが重要である。
2.　ライフログと企業
　2─1.　ライフログの定義
　分析を始める前に、企業の経済活動を支えるツールとしてのライフログとは何かという
ことについて考える必要がある。その為、ライフログを「企業の意思決定の際に用いられ
る、デジタルデータとして得られた消費者の生活行動の履歴」と再定義する。一般的なラ
イフログの定義との相違点は「企業の意思決定」が含まれることと、「人々」という表現
が「消費者」に置き換えられていることの 2点である。
企業の利潤最大化の側面から見たライフログ＊
大森数仁、塚田将、新為喜詠
＊　早稲田大学社会科学総合学術院土門晃二教授の指導の下に作成された。
136
　①　「企業の意思決定」
　「意思決定」とは、ある目標を達成する為に複数の選択肢の中から、最適な解を選択す
る行為のことである。企業が利潤を得るための経済活動を行う際、一つ一つの「意思決
定」は非常に重要な要素となる。つまり、企業は自身の利潤を最大化する為に、どの事業
に優先的に投資するか、生産要素をどこまでつぎ込むか、などについての「意思決定」を
行うのである。そして、「意思決定」する際に必要なのが情報収集である。合理的な企業
は与えられた情報に基づき、自身の利潤を最大化する為に行動する。その中でライフログ
の登場は、企業が消費者に対するより正確な情報を入手することを可能にする。よって、
ライフログが「企業の意思決定の際に用いられる」ことは必然的であると言える。
　②　「消費者の生活行動の履歴」
　定義中にもある通り、ライフログは「生活行動の履歴」である。Web上での行動履歴
や位置情報など、インターネット利用者の情報を収集することで、利用者の特性や企業の
商品・サービス等の財の需要状況を把握し、販売促進やサービス向上、経営の効率化など
を行うことが出来る。この「生活行動の履歴」を用いて財を提供する際、取引相手となる
対象は、当然財を購入する「消費者」とみなされる。また、意識的無意識的に関わらず
「生活行動の履歴」を企業に提供しているのもまた「消費者」である。つまり、ライフロ
グビジネスにおける「消費者」とは、企業にとっての財の需要者であると同時に、情報の
供給者でもあり、両者は相互的に作用する。よって、「人々」という曖昧な表現を避け、
「消費者」と限定することで、「消費者」との関係の中で行われる企業のライフログを用い
た経済取引に深い焦点を当てることが出来る。
　上記の定義に基づき、消費者が生み出すライフログを利用して企業がどのような意思決
定を行い、利潤最大化を行うかについての分析を行う。そこで企業の利潤最大化行動、及
びそれに対しライフログがどの様な影響を与えるかについての説明を次に行う。
　2─2.　利潤最大化行動とライフログの関係
　「利潤」とは、収益から費用を引いたものである。収益は売上のことを指し、企業が消
費者に対し商品・サービスなどの財を販売し、それにより得られる金額により決まる。ま
た、費用は企業の経済活動を行う為に必要な原材料や労働などの生産要素に対し支払う金
額を指す。伝統的な経済学の視点から、企業は「利潤」を最大化するように行動する主体
であると考えられる。つまり、企業は経済活動によって得られる収益が発生する費用を上
回る時、言い換えれば「利潤」が生みだされる限り、経済活動を行い続けるのである。
　今回の研究では、ライフログが収益や費用に対しどの様な影響を及ぼすかについての考
察を行う。ライフログを利用した経済活動の代表例として、「SNS広告」がある。このマ
ーケティング手法を用いれば、各消費者に合わせた販売促進（製品・価格差別化など）に
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より販売量を増やし収益増加に繋げられる。あるいは、より少ない生産要素を使うこと
で、費用を削減させることが出来る。
　この「SNS広告」を利潤最大化についてのメリットの側面とすると、ライフログビジ
ネスにより表面化する「個人情報保護」の問題はデメリットの側面となる。ライフログは
「消費者の生活行動の履歴」であることから、それを企業が収集することで消費者に対し
見られていると感じさせ、不安感や不信感を与えることとなる。この事態を回避するため
に規制が効力を発揮するのだが、法の施行や政府の介入による過度な規制は、企業の販売
活動の停滞による収益の減少や、情報収集の費用の増加を招くことになる。よって、企業
の経済活動に悪影響を及ぼさず、かつ消費者が安心してライフログサービスを利用できる
ような規制を考えることも、企業の利潤最大化の観点からは重要になってくる。
　このように、ライフログを使った企業の経済活動には様々なメリット・デメリットが存
在する。次節では、ライフログが注目された理由について、ITと経済の変化の側面から
見ていく。
3.　ライフログが注目された理由
　3─1.　ITの進歩の結果による注目
　1980年代に日本の企業経済に余裕ができたことと ITの進歩が重なり、IT革命の時期は
企業による IT関連への投資が盛んに行われ始め、そして「2001年以降の十年間（2000年
代）において、IT活用による「電子化・自動化」が大きく進展し、処理・分析に利用で
きるデータの取得や蓄積が進んだ」（鈴木, 2011, p15）。
　2000年代以降インターネット・携帯電話が爆発的に普及すると、企業は ITを活用して
多くの消費者の生活の履歴を分析し、商品の製造や販売などへの商業利用を始めた。内閣
府政策効果分析レポート No. 19『企業の IT化と生産性』（2003） では、ITを導入した企業
は ITが生産性に与える効果について次のようなことを言っている。第一に業務革新・業
務効率化・コスト削減や社内情報の共有化という側面に効果が十分にあった、または効果
がある程度あったと答えた企業が 67.8％から 70.9％であった。第二に売上の拡大や顧客満
足度の向上・新規顧客の開拓、製品やサービスの質・付加価値の向上といった消費者への
アプローチに対しては 40.7％から 46.7％であった。第三に IT化が進んでいる企業は進ん
でいない企業に比べ、全要素生産性が 15％程度高くなっていた。これらのことからも IT
化が企業の利潤最大化には必要であり、消費者へのアプローチとしての IT化も少ないな
がら効果があることが分かる。
　また 2000年代後半になるとクラウドコンピューティング（以下、クラウド）と呼ばれ
るサービスが普及し始める。クラウドの大きな特徴は三つあり、一つ目はオンデマンドで
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インターネット上から自分が使いたい時に使いたいサービスだけを取り出して使うことが
可能であること、二つ目はWebブラウザがあればどんな端末からでもクラウドサービス
を利用することが可能であること、三つ目は大規模なデータにも対応できデータが増加し
ても迅速に簡単な操作でシステムを拡張していくことが可能であることである。特に三つ
目の特徴である、大量のデータを扱うことが可能という点によって、多くの消費者の大量
の行動履歴も扱えるようになったため、より多くの消費者行動に合わせた商品開発や販売
を行うことが可能になった。そのため企業の経済活動におけるライフログは重要性を増し
てきている。
　このように、ITの進歩によってライフログを用い、大量の消費者の行動履歴を分析し、
企業活動に活かすという流れができあがった。この流れが一般的になるにつれ、ライフロ
グへの注目が増加した。
　3─2.　経済状況の影響
　「安定成長期に入ると、市場において潜在化しているニーズを発掘することによって経
済が発展する」（日本情報処理開発機構, 2009, p46）ため、安定成長期時代に企業は消費者の行
動履歴を把握することで、潜在化しているニーズを掘り起こそうとし、その過程において
ライフログが注目されたと考えられる。例として、ITの急速な進歩により、「POS（販売
時点導入管理）とポイントカードを連動させることによって、売れ筋商品の把握などに役
立つことが明らかとなり、スタンプから磁気方式のポイントカードに切り替えるケースが
増加した」（小本, 2007, p3）。IT発達の初期段階においては、得られる消費者の行動履歴は
少ないが、これを把握することで、消費者が必要としている商品の傾向を理解し、売り場
の構成や商品の工夫を重ね、企業利益の増加を試みた。
　このように、経済の影響により企業が消費者に対し積極的にアプローチし、情報を収集
することによって、より消費者のニーズに合わせた商品を提供しなければならない状況が
発生したため、消費者の行動履歴を把握するツールとしてライフログが注目された。
4.　ライフログの利便性
　4─1.　ライフログを使ったマーケティングのメリット
　ライフログを利用したマーケティングのメリットは、従来のアンケート調査よりも、ユ
ーザーの趣味趣向を知ることができることである。ライフログは、ユーザー自身が気づい
ていない深層心理までデータ化することができる。またライフログには消費者の情報が含
まれる。この情報とは消費者が何歳か、どのような物にいくら使っているか、時間帯はい
つが多いかなどの生活のデータである。このデータを集めることにより、企業は商品を売
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り込む際のマーケティングに生かすことができるのである。
　費用も大幅に削減することができる。一般的なマーケティング費用は業界によって異な
るが、総売り上げのうち飲料業界で約 5％、化粧品業界で約 10％、通販・サービス業界で
は約 15～ 20％の費用が投じられている（日本広告研究所, 2008）。サービス業のコンビニエ
ンスストアを例に検証してみる。株式会社ローソンは連結売り上げが年間約 5000億円で
ある。従来の人を使いアンケートを取って行くマーケティングの手法では、毎年 1000億
円程の費用が投じられている計算であるが、これはかなりの費用になる。そこで注目され
たのが、ポイントカードである。ポイントカードは従来の手法よりマーケティングの精度
が高く、費用も低い。ポイントカードによるマーケティングは、消費者の生活行動である
買い物のライフログをデータとして集計している。マーケティングにおいて従来の手法で
は、集計し分析するのには人手が必要であった。一方ポイントカードによる集計は、シス
テムを導入すれば以後は維持費のみであるという点からも、大手企業などはマーケティン
グの費用を下げるために、ライフログを集計する仕組みに投資する流れになっている。近
年コンビニエンスストアは、ポイントカードの顧客情報や購入履歴などを分析するマーケ
ティングシステム CRM（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント =顧客関係管
理）の活用を加速させている。従来の POSでは把握できなかった年齢、性別、購買行動
などのデータを分析し、変化する消費動向に対応するのが狙いである。会員率が高いほど
その効果も高いことから、カード会員制や高価な CRMを導入できない中堅・中小のコン
ビニとの格差が拡大し、業界再編の火種となる可能性も指摘されている。ローソンの場
合、2010年 3月より「Ponta」というポイントカードを導入している。このカードの会員
数は全国で約 4000万人である。商品を購入した際、合計金額の 1％をポイントとして還
元し、1ポイント 1円として利用できる。従来の販売促進を目標としたポイントカードと
異なる点は、マーケティング調査に特化していることである。消費者の年齢や性別、購入
したデータからその店舗ごとの利用客の傾向を割り出し、販売促進にとどまらず新商品の
開発にも活かしている。更に傷みやすい商品を取り扱うコンビニにとって、在庫を最小限
に留めることができるようになり、費用削減にも役立っている。  
　4─2.　ライフログを使った広告
　近年 SNSは人々の生活に浸透してきている。現在何らかの SNSを利用する人は全国で
4250万人いるとされており、年代別に分けてみると 10代が 71.7％、20代が 63.9％、30
代が 48.3％である。一方 40代は 33.7％、50代は 27.4％、60代に至っては 22.3％と年齢に
よりばらつきがある。若い層に広告を打つ場合には、従来のマスメディアよりも SNSが
有効とされる。10代から 30代の世代はテレビや新聞、雑誌などに触れている時間が以前
よりも減少している。16～ 29歳のテレビ視聴時間は、この 5年間で「1時間」以下の短
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時間視聴者が増加した（平田, 2010）。このことからもわかるように、若者層へ広告を打つ
際には SNSの方がテレビより見られる可能性が高い。
　SNSやログイン情報からユーザーの趣味関心を割り出し、広告を出す方法として注目
されるのが SNS広告である。Facebookや YouTubeはユーザーが見たコンテンツに「い
いね！」等の印をつけたものを集計し、ユーザーごとに合った広告を流す試みをしてい
る。これは従来の TV広告と比べると、流すべきユーザーが絞りやすく、広告費も格段に
低いというメリットを持っている。 また、広告を SNSに打つメリットは若者の目にとま
りやすいだけでなく、レスポンスが早いため最終消費者の反応が企業側に伝わりやすい。
例えば消費財メーカーは最終消費者に商品を買ってもらうために広告を打つが、実際には
営業マンは広告代理店や流通企業のバイヤーとのやり取りが多く、最終消費者の声を聞く
機会は少ない。そこで、例えば Facebookに広告を打った場合には「いいね！」などの反
応が瞬時に見ることが出来き、コメントを読むこともできる。顧客に情報が伝わっている
か、顧客がどういう情報を集めているのかを得る場になっている。 一方、企業が SNSサ
イトを開設する理由は明確ではない。多くの企業が Facebookにファンページを持ってい
るがそのうち「ほとんど予算がかからないで始められるから」と答えた企業は 59.9％だっ
た。その他、「流行っているから」が 35.5％、「上層部や上司に言われて」というのが
26.2％で、大半の理由はぼやけたものであることが分かっている（日本弁護士連合会, 2012）。
　ライフログを利用することでマーケティングにかかる費用を大幅に減らすことができ、
従来のマーケティングよりも高精度の戦略が立てられる。また SNSなどからライフログ
のデータを集計し、SNSに広告を打つことで、テレビ等の従来のマスメディアをあまり
見なくなった層へ広告を効果的に広めることができるようになった。
5.　ライフログと規制
　5─1.　個人情報の問題─消費者の「心理的費用」の側面から─
　ITの進化の中で制定された、個人情報に関する国際的な基準である最初の規制が 1980
年に定められた「OECD8原則」である。背景として、グローバルに流通する情報に対
し、各国間で法規制に差が出てしまうことによる国際ビジネスへの悪影響を避けるといっ
た狙いがあった。その後、世界各国において個人情報保護に対する規制の整備が進められ
たことや、多発する個人情報の漏えい事件に後押しされ、日本でも 2005年に「個人情報
保護法」が完全施行された。
　こうした個人情報に関する法律や規制が定められた理由として、消費者の保護というも
のが挙げられる。個人情報が侵害されることで、消費者は多大な「心理的費用」を負う。
「心理的費用」は、消費者が企業に対し抱える不信感や、不安感のことを指す。例えば、
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上記個人情報の漏えい事件は、本来の企業の経済活動の過程で消費者の情報を不適切に扱
ったことで、人々に不安感及び企業に対する不信感を抱かせた。言い換えれば、消費者は
多大な「心理的費用」を負う結果となった。この費用により生じた損失を補てんする為に
個人情報保護法が制定されたのである。
　5─2.　「個人識別性」の問題及び規制
　企業が経済活動において利用するライフログの登場は、個人情報保護に関する新たな問
題を生じさせた。それは、ある情報同士を関連付けることによって発生する「個人識別
性」の基準の変化であった。個人情報保護法によれば、「他の情報と容易に照合でき、そ
れにより特定の個人を識別することができるようになるもの」も個人情報に含む。つま
り、個人情報とみなされなかった情報を、他の情報と組み合わさることで、個人情報とみ
なされるケースが多くなったと言える。より具体的に言えば、基本四情報（氏名、住所、
生年月日、性別）など、従来個人情報と扱われてきたものの他、ウェブの閲覧履歴や消費
者の健康状態など、それ自体のみでは識別不可能な情報を長期的に蓄積し、それを他の情
報と組み合わせることで、個人の特定化というものが可能になった。結果、ライフログの
登場は、個人情報（とみなされる情報）量の増加をもたらしたと言えるだろう。つまり、
膨大な量の個人情報が企業に利用されることになったのである。
　個人情報量が増加した分、人々のプライバシーに関する権利侵害も多発する可能性は高
くなり、消費者に更なる「心理的費用」を与えた。この事態に対処する為、個人情報保護
法のみならず、総務省の「利用者視点を踏まえた ICTサービスにかかる諸問題に関する
研究会（以下、諸問題研）」など、政府独自のガイドラインが新たな規制として制定され
るに至ったのである。
　5─3.　現在の規制が企業の経済活動に与える影響
　現状のライフログに対する規制としては、「自主規制」が最も有力である。自主規制と
は、公的機関などの正式な介入はなしに、業界団体を中心に制定される経済活動に対する
規制である。個人情報保護法などの、公的機関による直接的な介入を必要とする「直接規
制」とは異なり、民間が中心となり制定されるので、規制レベルは相対的に低い。この自
主規制が有効とされている理由は、企業への過度の負担を課さないことで、技術発展や産
業の成長を促すことである。
　直接規制の場合、過度の規制が、企業の利潤獲得活動に及ぼす影響は二つある。第一
に、情報収集の費用上昇による利潤の減少である。プライバシーに関する法律は、企業が
ライフログを用いた経済活動を行う際に必要な情報収集の費用を上昇させる。もしこの費
用高により、企業が得られる収益を費用が上回れば、企業は必然的に劣化した、あるいは
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不完全な情報を基に経済活動をすることを余儀なくされる。結果、市場に対する細分化に
大きなずれ（年齢層や収入によるクラス分けのずれ）が生じるなどの問題が起こる。つま
り、消費者のニーズに的確に応えることを難しくし、企業の提供する商品やサービスに対
する需要が減少し、企業の利潤を縮小させることになる。
　第二に、法律を制定する際の費用の問題が挙げられる。情報技術の急速な発展は、ライ
フログビジネスに様々な変化をもたらし、従来の法規制が必ずしも上手く適応されなくな
ってきた。例えば、前項で述べた個人識別性の問題は、個人情報保護法を、その対象とな
る個人情報の識別の困難性により、実効性の乏しいものにさせる恐れを生じさせた1）。技
術の進化により、このような変化に拍車がかかる可能性は十分に高く、固定的な直接規制
では十分に対処出来ない。よって、技術の進化に反応し、修正や撤廃を柔軟に行える自主
規制が、費用面で優位であるといえる。
　このように、ライフログビジネスに対する直接規制は企業の利潤を低下させるだけでな
く、産業自体の成長も停滞させる恐れがある。そこで、「諸問題研」の「第二次提言」の
中では、揺籃期にあるライフログビジネスに対して、「規制色の強い行政等のガイドライ
ンではなく、事業者による自主的なガイドライン等の策定を促すべき」（総務省, 2010）とし
ている。
　5─4.　自主規制のデメリット
　現状において有力な規制手段とされている「自主規制」だが、この規制もライフログビ
ジネスに対し有効であるとは言えない。確かに、直接規制の施行はライフログビジネスを
行う企業にとって大きな障害となるが、自主規制の制定により生じるデメリットも存在す
る。
　第一に、自主規制の実効性の問題がある。自主規制を企業が作成する際、その内容が曖
昧であり、適用範囲が十分に確保されていない場合が多い。これは、消費者の不安を大い
に惹起しうることになる2）。また、仮に企業が自社のプライバシー・ポリシーに違反する
疑いのある行動を取ったとしても、法的処分などの公共機関による補強措置は担保されて
いない。このように、自主規制自体が、規制としての役割を十分に果していない可能性が
考えられる。
　第二に、自主規制を作成する際に生じる費用の問題がある。話し合いによる自主規制の
作成の際、交渉による費用が発生する。この交渉費用は、ステークホルダーの数が増し、
対立関係が複雑になっていくほど、高くなっていくと考えられる。結果、民間の対等な議
論による自主規制の作成自体が不可能であると考えられる。これは例えば、一部の情報を
多く持つ企業団体への交渉優位を促し、他の中小企業や消費者に対し、不利な条件を課す
ような規制が強いられることに繋がる。
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　このような問題は、消費者の「心理的費用」を増加させるような行動を企業に取らせる
恐れがある。もし消費者が企業のライフログを活用し提供するサービスに不信感を持ち、
利用しなくなった場合、ライフログビジネスによる利潤獲得活動に負の影響を及ぼすこと
は容易に想像がつく。これを未然に防ぐためには、ライフログを扱う企業に、個人情報の
保護を積極的に行うようなインセンティブを持たせる必要がある。その為には、自主規制
に対し、何らかの追加的な規制が必要となるであろう。
6.　ライフログビジネスの今後
　6─1.　ライフログビジネスの今後
　ライフログは商品開発を行うメーカーにとって、非常に役に立つ情報を得ることができ
るツールである。例えば、飲料メーカーにとって、「どんな商品が求められるか」という
のが今までの商品開発の材料であり、そのためにアンケートやモニターを募り、消費者に
求められるものを研究していた。しかし、ライフログを利用すれば、消費者がいつ、どの
ような状況で飲料を飲んでいるのかが一目瞭然となる。また、プラスアルファ・コンサル
ティングという企業はツイッターのつぶやきを集計し、図式化している。飲む動作を表す
「飲む」、「〇〇おいしい」などという言葉が、何時に使用されたかを集計することで商品
開発に役立つ情報を得ている。また、前後の文脈から、消費者は食事中なのか外出中なの
かも割り出すことができる。これらの情報から、風呂上りの層を狙った 500ミリリットル
よりも小さな商品を作ることができる。大手飲料メーカーのサントリーは 2013年 1月 16
日に 160ミリリットルサイズの商品を売り出している。サントリーの関連会社がプラスア
ルファ・コンサルティングのサービスを利用していることからも、ツイッターから得た情
報を商品開発に利用していることが伺える。
　このように、一見商品とは無関係なライフログデータを利用することで、潜在的消費者
を発見することができる。今後このようなライフログの集計データを利用したビジネス
が、活発化していくと考えられる。
　6─2.　ライフログ規制の今後
　現代のライフログビジネスに対する理想の規制とは、消費者への利便性と匿名性の間で
バランスをとれるようなものである。つまり、消費者にとって最適な財・サービスを提供
すると同時に、「心理的費用」の上昇を防ぐように企業に規制の作成を促す必要がある。
しかし、日本の現状の自主規制による政策は、「心理的費用」を抑えるようなインセンテ
ィブを企業に持たせるには、不十分である。そこで、企業のインセンティブを促す為の政
策として、「共同規制」と「第三者機関」を検討してみたい。
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　「共同規制」とは、自主規制の役割に対し「一定の公的な働きかけを行うことにより、
公私が共同で解決策を管理する政策手法」（生貝, 2012, p2）である。この概念が明確に示さ
れたのは、2001年に EUにおいて欧州委員会が公表した「欧州ガバナンス白書」の中に
おいてである。その後、EUのみならずアメリカにおいても、「共同規制」という手法が
採用されるようになり、「共同規制」の世界各国での重要度は増してきている。
　一方、「第三者機関」は企業でも消費者でもないが、消費者保護を目的として企業のラ
イフログビジネスを監視する機関である。公的機関はもちろんのこと、消費者の権利を代
表した市民団体なども、これに含まれる。各国により役割は様々だが、どの国においても
ライフログビジネスに重要な関わりを持つ機関である。
　これらの制度・機関の存在により、企業は「自主規制」に違反するような行動に回避的
になるであろう。例えば、「第三者機関」の存在は、消費者の代理として、企業のライフ
ログビジネスを監視する。また、「共同規制」により、消費者の権利侵害による金銭的補
償など、追加的な公的機関による制裁措置を補償することができる。これにより、企業は
消費者の権利を侵害するリスクを冒す可能性は減る。それでもなお「自主規制」が適切に
行われない場合には、これらの公的規制の役割は強まり、最終的には「直接規制」という
手段を採られる可能性もある3）。これは企業にとって将来のライフログを用いたビジネス
の機会を失うことになる。これらにより、企業は消費者の「心理的費用」を減少させる
為、「自主規制」の強化を行うインセンティブを持つことになる。
　このことから、消費者の「心理的費用」の上昇を回避させる為に、企業や消費者のみな
らず、「第三者」としての公的機関などによる追加的な規制措置が重要であるといえる。
確かに、海外と日本では制度・習慣面で様々な違いもあり、「共同規制」や「第三者機関」
の適応は容易なことではない。しかし、民間によるライフログビジネスに対する規制を尊
重しつつ、消費者の個人情報保護を行うようなインセンティブを民間に持たせる為の「第
三者」の役割は、今後の日本のライフログビジネスが発展する為に、考慮しなければなら
ない存在といえる。
7.　結論
　ライフログを利用することにより企業の得られる利潤は非常に大きく、成長の余地も十
分にあることから、ライフログビジネスは企業活動において今後必要であると言える。特
に消費者のニーズを細かく理解できていない企業や、費用削減を迫られている企業にとっ
てはライフログを上手く活用することによって問題を解決することが可能となる。ライフ
ログを利用することによって生じる個人情報に関するデメリットに対しては、消費者の
「心理的費用」を減少させるようなインセンティブを企業に持たせる為、現在行われてい
 145企業の利潤最大化の側面から見たライフログ
る自主規制を軸にしつつ、「共同規制」や「第三者機関」などの追加的な規制を柔軟に適
応していくことが望ましいと考える。このことで、消費者の企業に対する信頼は増し、ラ
イフログの流通は活性化され、それを活用する企業の利潤獲得機会は増す。
注
 1）　なお、個人識別性のない情報の取扱に対するプライバシー侵害に関する裁判例として、曽根原・
宍戸（2012, p69─72）を参照。
 2）　曽根原・宍戸（2012, p131─133）によると、総務省が実施した「ライフログの活用と保護に関す
るアンケート」によると、消費者の「ライフログの提供に関して抵抗を感じる点」の回答の中で、
76％が「情報を何に使われるか分からない」と、72％が「万が一漏洩した場合に困る」と答えた。
 3）　例えば、アメリカのライフログビジネスに関わる業界団体の自主規制強化の背景について、日本
弁護士連合会（2012, p78─83）を参照。
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